
(1)消費税の会計処理
　　消費税の会計処理は、税込方式によっている。

(2)固定資産の減価償却の方法
　　定額法によっている。

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

101,039,000 0 0 101,039,000
400,000,000 0 0 400,000,000
501,039,000 0 0 501,039,000

678,457,534 512,202,124 513,851,344 676,808,314
14,000,000,000 0 0 14,000,000,000
12,000,000,000 12,000,000,000 12,000,000,000 12,000,000,000

24,025,873 20,824,146 24,025,873 20,824,146
46,193,413 85,594,229 46,193,413 85,594,229

411,701 0 411,701 0
1,395,665 1,746,665 1,395,665 1,746,665

26,750,484,186 12,620,367,164 12,585,877,996 26,784,973,354

10,045,213 0 1,055,383 8,989,830
122,456,673 9,310,140 22,142,231 109,624,582

5,697,975 6,612,690 7,895,265 4,415,400
30,000 0 0 30,000
50,000 0 0 50,000

0 3,203,712 3,203,712 0
141,472,631 39,000,000 59,684,833 120,787,798
279,752,492 58,126,542 93,981,424 243,897,610

27,531,275,678 12,678,493,706 12,679,859,420 27,529,909,964

当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）
（うち負債に対応す

る額）

101,039,000 (101,039,000) 0 ―
400,000,000 (400,000,000) 0 ―
501,039,000 (501,039,000) 0 ―

676,808,314 0 0 (676,808,314)

14,000,000,000 0 0 (14,000,000,000)

12,000,000,000 0 0 (12,000,000,000)

20,824,146 0 (20,824,146) 0

85,594,229 0 (85,594,229) 0

1,746,665 0 (1,746,665) 0

26,784,973,354 0 (108,165,040) (26,676,808,314)
27,286,012,354 (501,039,000) (108,165,040) (26,676,808,314)

　就農支援資金引当預金

小　　計
合　　計

  収入減少対策積立預金

　いしかわ農業参入支援ファンド(県債)

　いしかわ里山振興ファンド(県債)

　基幹技術開発トライアル基金

　農業参入支援ファンド基金

科　目

基本財産
  定期預金
  県債

小　　計
特定資産

  出資金

  長期貸付金
小　　計
合　　計

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳
（単位：円）

  ソフトウェア

小　　計
その他固定資産
  構築物
  機械及び装置
  器具及び備品
  保証金

　いしかわ農業参入支援ファンド(県債)
　いしかわ里山振興ファンド(県債)
　基幹技術開発トライアル基金
　農業参入支援ファンド基金
　里山振興ファンド基金
　就農支援資金引当預金

基本財産
  定期預金
  県債

小　　計
特定資産
  収入減少対策積立預金

　　（５） 財務諸表に対する注記

１．重要な会計方針

２．基本財産及び特定資産、その他固定資産の増減額並びにその残高
（単位：円）

科　目



取得価格 減価償却累計額 当期末残高

11,848,326 2,858,496 8,989,830
158,026,217 48,401,635 109,624,582
15,062,458 10,647,058 4,415,400
3,203,712 3,203,712 0

188,140,713 65,110,901 123,029,812合　　計

５．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

科　目

　構築物
  機械及び装置

   ソフトウェア
  器具及び備品

４．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳    
  該当ありません。


